
「日本郵政公社事業報告書」正誤表 

報告書の年度 ページ 欄及び行 誤 正 

12 
「イ 主な役務取引等の取扱状況」の上

から 7行目 

前年度と比べ３，５６６億円増（＋１４．

４％）の２兆８，２５７億円 

前年度と比べ３，５７９億円増（＋１４．

５％）の２兆８，２７０億円 

2005 年度 

（平成 17 年度） 

13 「国債窓口販売取扱状況」表中 

平成 17 年度 
 

販売額 

長期国債 2,954

中期国債 16,363

割引国債 － 

個人向け国債 8,941

合 計 28,257 

平成 17 年度  

販売額 

長期国債 2,957 

中期国債 16,372 

割引国債 －  

個人向け国債 8,941 

合 計 28,270  

13 
「イ 主な役務取引等の取扱状況」の上

から 6行目 

前年度と比べ 2,886 億円減（△10.2％）の

25,371 億円 

前年度と比べ 2,899 億円減（△10.3％）の

25,371 億円 

2006 年度 

（平成 18 年度） 

14 「国債窓口販売取扱状況」表中 

平成 17 年度 
区 別 

販売額 

長期国債 2,954

中期国債 16,363

割引国債 － 

個人向け国債 8,941

合 計 28,257 

平成 17 年度 
区 別 

販売額 

長期国債 2,957 

中期国債 16,372 

割引国債 －  

個人向け国債 8,941 

合 計 28,270  

2 「附属施設」欄の上から 1行目 簡易保険加入者福祉施設（77 箇所） 簡易保険加入者福祉施設（71 箇所） 

2007 年度 

（平成 19 年度） 14 「国債窓口販売取扱状況」表中 

17 年度 
区 別 

販売額 

長期国債 2,954

中期国債 16,363

割引国債 － 

個人向け国債 8,941

合 計 28,257 

17 年度 
区 別 

販売額 

長期国債 2,957 

中期国債 16,372 

割引国債 －  

個人向け国債 8,941 

合 計 28,270  
 

別 添 


